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活動理論を応用した学校文化の変革に向け──
木　幡　智　子*
１．はじめに
　本論文では、生涯学習を個人の学習権保障の観点か
らとらえ、主権者として自ら学び判断していくことの
できる生涯学習者育成に果たす学校図書館の役割を確
認したうえで、より活発な学校図書館活動に向け、問
題解決の手法として活動理論の応用を提示する。これ
まで学校図書館活動活性化に向けた先進事例報告や公
共図書館との連携などの提言は行われてきたが、一方
で理論的な枠組みについては提示されてこなかった。
しかし、2008年の学習指導要領の改訂1）による調べ学
習の充実、2012年度から第４次学校図書館図書整備
５カ年計画2）での財政措置等、教育行政による学校図
書館振興策が行われつつある現在、学校図書館活動発
展の契機としてエンゲストロームの提唱する活動理論
応用の可能性を提示することは、学校ごとに抱える問
題を整理し発展的に解消する手法として有意義である
と考える。
　また、著者が2013年５月に行った愛知県名古屋市、
豊橋市、豊田市、長久手市、日進市へのアンケート調
査から、学校図書館の現状を活動理論の視点から分析
し、学校図書館活動の妨げとなっている問題について
考察する。
２．日本の学校図書館法と政策
2.1　学校図書館史概説
　1945年の敗戦を契機とし、日本の教育は転換し、
図書館は民主主義を実現するために重要な場であると
いうことが GHQによって示された3）。1948年には文
部省により「学校図書館の手引き」が、1949年には
学校図書館協議会から「学校図書館基準」が示され、
学校図書館の制度化がすすめられた。しかし、1950
年の朝鮮戦争を境に、教育政策は国による統制強化の
方向へと転換し、同時に学校図書館を必要とした新教
育は、経験を重視するあまり、系統的な基礎学力の低
下を招いたなどの批判を受けるようになっていった。
学校図書館法が制定された1953年には学校図書館活
動に対し文部省は消極的であり、その後、学校図書館
を学習活動に利用していくための政策は停滞した4）。
また、学校図書館法には司書教諭養成期間を鑑み、司
書教諭を「当分の間」置かなくてもよいとの猶予規程
が定められており、司書教諭の配置はすすまなかっ
た。
　1989年の学習指導要領改訂で、自ら学び、自ら考
える力の育成、基礎基本の定着、個性を生かす教育の
充実が一般方針として掲げられた5）。1990年代には従
来の詰め込み教育からの転換を図ったことを契機に学
校図書館の重要性が再認識されることになり、学校図
書館法改正への気運が高まり、1997年６月に「学校
図書館法の一部を改正する法律」が公布、施行され
た。これにより、2003年度から12学級以上の学校図
書館には司書教諭が配置されることとなった。
2.2　日本の教育課程における学校図書館の位置づけ
　2008年の学習指導要領改訂に際し、「知識基盤社会」
の時代における生きる力を育むことをめざし、言語活
動の充実、理数教育の充実、伝統や文化に関する教育
の充実、道徳教育の充実、体験活動の充実などが教育
内容に関する改善事項として挙げられた。中央教育審
議会での審議の中では、言語活動を行う際の学習活動
基盤としての学校図書館の活用、図書館利用教育の重
視性が認識され、学校図書館の機能の充実についても
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言及された6）。
2.3　学校図書館政策の動向
　法改正の行われた1997年度には2003年度からの12
学級以上の学校への司書教諭必置を念頭に条件整備に
向けた様々な事業が展開され、2003年度以降は物的
条件整備という面も重視しながら、活動の支援に関わ
る事業に政策が移り変わってきている7）。
　2009年から開始され、2012年度に事業達成年度を
むかえた学校図書館の活性化推進総合事業では、「学
校図書館の一層の活用に向けて、児童生徒の自発的・
主体的な学習活動の支援、教員のサポート機能の強
化、児童生徒の読書週間の定着に資する有効な取組を
モデル的に実施し、その成果の普及を図る」ことを目
的とし、学校図書館の活用高度化に向けた実践研究、
児童生徒の読書週間の確立に向けた実践研究といった
取り組みが実施された8）。
2.4　学校図書館問題解決にむけ
　学校図書館基準や理想の学校図書館像が示されて
も、現実とのかい離や改善のための指針を持たないこ
とから、多くの学校図書館では学校図書館は読書の場
という限定的なとらえ方しかされてこなかった。1997
年の学校図書館法改正により2003年度から12学級以
上の学校で司書教諭が配置になったが、学校図書館関
係者の望む専任・専門・正規の人の配置とはほど遠
く、充て職で十分な活躍が出来ているとは言い難い状
況である。制度上の規定はないが、地方自治体裁量に
よりこれまで学校図書館活動を支えてきた学校司書に
関しても、身分や専門性が不安定なまま揺れ動いてい
る。
　これらの問題を解決しようとしたとき、まずは学校
図書館を取り巻く現状や学校図書館活動を分析的にと
らえ、学校図書館活動に存在する対立点を浮き彫りに
する必要がある。そこで、実践に結びつく理論とし
て、活動理論に着目し、これを利用して学校図書館活
動の可視化と発展的解消につながる課題の発見をする
ことができるのではないかと考えた。
３．活動理論適応に関する考察
3.1　活動理論とは
　活動理論（Activity Theory）は、ロシアの心理学者
である Vygotskyによって1920年から1930年代に提唱
された、「人間の活動に対して、多種多様な『対象的
活動』を単位として分析を進めていく」1）ための理論
枠組みである。現在までに活動理論は３つの世代を経
てきた。山住勝弘・Yrjo Engeström編「ノットワーキ
ング：結び合う人間活動の創造へ」9）から要約すると
次のとおりである。
　活動理論の第１世代といわれる Vygotskyは、当時
の心理学で支配的であった行動主義では人の行為を説
明するのに不十分であると考え、人間の行為は文化に
媒介されたものであるという考えを提起した。第２世
代である Leontievは対象に動機づけられた活動は個
人の次元ではなく集合的な次元において成立するとい
うことを示したことに特徴付けられる。第３世代に代
表される Engeströmは、第２世代の提言を、Vygotsky
のモデルを拡張するものとして図示しモデル化した
（図１）。
　Engeströmによるこのモデルは活動の最小単位を表
しており、各要素は弁証的に関連している。「主体」、
「ツール」、「対象」がこのシステムを定義し、三角形
の底辺にあたる「ルール」、「コミュニティ」、「分業」
の３要素は環境要因である。
　Engeströmによる活動システムモデルは人間の多種
多様な活動に用いることができ、活動を可視化し、活
動の要素内、要素間の対立を静的にチェックするのに
有用である。行為者が自らの活動を阻害している対立
点を分析することを目的としたモデルであるといえ
る。
　活動に存在する対立は、緊張関係を引き起こすが、
それに向きあい解決することによって活動システムは
発展する。もしくは、緊張関係が解消されない場合に
は活動が成り立たなくなり、対象を再定義することに
よって活動システムが変更される。
コミュニティ
ルール
対　象主　体
分　業
ツール
結　果
図１　活動システムのモデル
（Engeström, 1999）
　Engeströmは、活動への介入により活動システムが
発達的に解消していく様を図２に示す拡張的サイクル
としてモデル化した。
　第３世代における活動理論には、図１に示す静的モ
㧟．新しい解決策を
　　モデル化する
第㧞の矛盾
ダブルバインド
㧞A．歴史的分析
㧞B．実際の経験の分析
㧠．新しいモデルを
　　検証する
㧡．新しいモデルを実行する
第㧠の矛盾
㧢．プロセスを反省する
㧣．新しい実践を
　　統合・強化する 第㧝の矛盾
欲求状態
㧝．疑問
第㧟の矛盾
抵抗
隣接するものとの再編成
図 ２　拡張的学習のサイクルにおける矛盾と
それに対する戦略的な学習活動
（Engeström, 2001）10）　参考文献１の p. 120、図12を引用。
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デルと図２に示す動的モデルがあり、対立の存在する
活動に対し、介入を行うことによって発展的に解消し
ていくという方法論を提示する。
3.2　活動理論適応に関する文献
　活動理論は幅広い分野で応用可能であるが、木幡
（2012）11）ではどういった分野で研究対象とされてきた
のかを概観し、活動理論関連文献の傾向を明らかにし
た。
　ここでは、心理学のデータベースである PsycINFO、
教育学全般におけるデータベースである ERIC、図書
館情報学分野のデータベースである LISTAおよび
LISAを海外文献の抽出に用い、国内文献の抽出には
国立情報学研究所作成の CiNii Articlesと国立国会図
書館作成の雑誌記事索引を用いて、「Activity Theory」
および「活動理論」に関する論文を検索した。
　各データベースによるヒット件数の推移を年次別、
著者数別、雑誌タイトル別に図表化し、近年、活動理
論を扱った論文がわずかに増加しているという傾向
と、さまざまな分野、さまざまな雑誌に論文が掲載さ
れており、情報が分散されていること、海外に比べ国
内文献の単著者の割合が多いことなどを明らかにし
た。
3.3　活動理論適応に関する先行事例
　学校図書館を対象として活動理論を応用した研究と
して、シアトルの教育改革の中で、学校図書館を対象
とした活動理論を応用した研究12）および、フィンラン
ドオール市の学校運営文化改革に学校図書館が用いら
れた Eevaらの実践研究13）を先行事例として概要を説
明する。
　Meyersは活動の対立点を観察、インタビュー、文
献分析から記述し、対立を分析し、モデル化した。対
立を解消するために新しいモデルを作成し、新しいパ
ターンを実行した後、新しいモデルとパターンの評価
を行った。Meyersは、活動理論的なアプローチが、
文化的な実践に根ざした状態にある活動として、図書
館プログラム、若者の情報探索活動、生徒の学習に関
する研究の新しい可能性を開くものであると、その実
効性について評価した。
　もう１つの先行研究事例である Eevaらの研究は、
2011年に国際図書館連盟（IFLA）刊行物として出版
された Global Perspectives On School Librariesで取り上
げられた。Eevaらの2002年から2009年に亘る長期的
な追跡調査の全体的狙いは、活動理論（Engeström, 
1987）を使って学校運営文化を概念化し、学校運営文
化に反映された教師の教育学的実践における潜在的変
化への理解を深めることである。ここで取り上げた論
文の目的は活動理論の構成要素における共同研究のさ
まざまな側面に焦点を当て、これらの変化とそれぞれ
の変更が持続可能かどうかを明らかにすることであっ
た。ここで紹介する論文では、活動理論の４つの構成
要素、分業、ルール、ツール、コミュニティの分析が
報告されている。この研究の基盤となった「情報社会
における学校図書館（SLI）」プロジェクトは、教師
間、児童・生徒間、学校と市立図書館間、さらに学校
とオール市教育課との協働実践において多大な影響を
もたらし、学校運営文化の変革を引き起こした。
3.4　学校図書館事例報告への活動理論適応
　学校図書館の実践例として、1994年４月より全国
学校図書館協議会「学校図書館」に定期的に掲載され
ている記事「いきいき学校図書館」が存在する。木幡
（2011）14）は、そこに掲載された実践例から Engeström
の活動理論の学校図書館活動への適応可能性を検討し
た後、活動理論の６要素を抽出し、いきいきとした学
校図書館活動とはどういった活動として報告されてい
るのかを明らかにした。その結果、我が国の学校図書
館がいきいきとしているという状況は、児童生徒が学
校図書館に目を向け、読書を楽しめるように環境整備
された図書館であるということが確認できた。また、
本調査では学校図書館活動報告文献を活動理論の６要
素に焦点をあてて考察し、学校図書館活動への活動理
論適応の具体的な方法について足がかりを作ることが
できた。
3.5　学校図書館活動における活動理論の重要性
　社会文化的なコンテクストを背景とした学習目的を
学校図書館費の予算化及び子どもの読書活動推進に関するアンケート（抄）15）
都道府県名 問１ 問２ 問３ 問４ 問５
小学校
１校あ
たりの
図書購
入予算
額（円）
昨年度
小学校
１校あ
たりの
図書購
入予算
額（円）
中学校１
校あたり
の図書購
入予算額
（円）
昨年度中
学校１校
あたりの
図書購入
予 算 額
（円）
平成25年
度の当初
予 算 に
「新学校
図書館図
書整備５
か 年 計
画」に基
づき「図
書費」と
して予算
化をしま
したか
平成25年
度の当初
予 算 に
「新学校
図書館図
書整備５
か 年 計
画」に基
づき「新
聞 購 読
費」とし
て予算化
をしまし
たか
平成25年度
の当初予算
に、今回の
地方財政措
置に基づい
て学校司書
の配置を予
算化しまし
たか
どのよ
うに配
置しま
したか
これま
で学校
司書を
どのよ
うに配
置して
いまし
たか
正規の
職 員
か、臨
時・嘱
託 か、
民間業
者に委
託か
１校だ
けの勤
務 か、
複数校
勤務か
愛知県 名古屋市 880,616 880,616 1,741,018 1,741,018 3 ― 2 2 4
愛知県 豊橋市 675,327 690,385 1,390,909 1,409,227 3 3 2 1 2 2 1
愛知県 豊田市 378,378 378,378 708,444 888,889 3 3 1 ― 1 2 2 4
愛知県 日進市
愛知県 長久手市 992,333 948,167 1,421,333 1,210,000 3 ― 2 2 1
【凡例】問１『平成25年度の当初予算における小学校および中学校１校あたりの図書費について（円）』問2『平成25年度の当初予
算における “学校図書館図書費” および “新聞購読費” の予算化の状況について〈１＝当初予算で予算化　２＝補正予算で予算化
の予定　３＝地方財政措置に関係なく独自に予算化〉問３『今回の地方財政措置に基づく学校司書（学校図書館担当職員）の配置
の予算化について』１．予算化したか〈１＝予算化した　２＝予算化していない〉２．どのように配置したか〈１＝これまでも配
置していたが、地財措置に基づいてさらに配置を増やした　２＝これまでも配置していたが、配置を増やしていない　３＝配置し
ていなかったが、地財措置に基づいて新たに配置した　４＝これまで配置していたが、配置を廃止した　５＝配置はしない〉問４
『これまでの学校司書の配置について』１．配置しているか〈１＝配置している　２＝配置していない〉２．どのような配置か〈１
＝正規の職員としてフルタイムで勤務　２＝臨時、嘱託等で勤務　３＝民間の業者等の委託や派遣を利用〉３．１校だけの勤務か
複数校の勤務か〈１＝１校だけの学校図書館担当で勤務　２＝複数校の学校図書館担当で勤務〉問５『“子ども読書活動推進計画”
の策定について』〈１＝すでに策定した　２＝平成25年度中に策定の予定　３＝現在、策定を検討中　４＝以前に策定した「推進
計画」を改訂した　５＝以前に策定した「推進計画」を改訂作業中　６＝策定する予定はない〉「―」＝無回答・その他
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達成するために学校図書館はどう関わっていくことが
できるのかということを考察し、長い間本の置き場と
しての認識しか持たれていなかった学校図書館を、学
習ツールの一つとして活用するためにはどうすればよ
いのかということについて考えるとき、学習観あるい
は学校運営文化の転換による学校図書館観の再構築を
行う必要がある。そのためには、現在の活動の対立点
を明確にする必要があるが、単なる事例研究としてで
はなく、理論的な枠組みを持ち、汎用性のある解決法
を示すのに活動理論が有効であり、重要なツールであ
ると考える。
４．愛知県内学校図書館調査
4.1　学校図書館調査の概要
　2013年５月から６月にかけ、愛知県名古屋市、豊
田市、豊橋市、日進市、長久手市の５都市の小学校学
校図書館を対象とした紙面調査を行った。回答者は
2013年度学校図書館担当者とし、８ページ、17問か
らなる調査票を、返信用封筒を同封して郵送した。
　設問は次の事項を含んだ。
　　回答者自身について、学校規模、学校図書館の活
用状況、学校図書館活性化について、学校図書館
の設備・人員配置、授業での学校図書館利用、学
校図書館整備方針、予算、資料の選定、コン
ピュータの導入・利用法、利用指導、学習指導要
領との関連、協働・支援関係について
　調査の目的は、学校図書館の現状を包括的に把握
し、学校図書館活動活性化に向け、活動の阻害要因や
協働の状況について明らかにすることである。
4.2　学校図書館調査の結果
4.2.1　回収数、学校規模
表１　回収数
対象数 回収数 回収率
名古屋市 263 77 29.3％
豊田市 74 45 60.8％
豊橋市 52 28 53.8％
日進市 8 4 50.0％
長久手市 6 3 50.0％
合計 403 157 39.0％
　対象都市の選択にあたり、都市の規模、学校司書の
配置等学校図書館政策の推進状況を考慮した。
　2013年５月に行われた文字・活字文化推進機構、
全国学校図書館協議会、学校図書館整備推進会議によ
17
0
9
87
29
1
10
12
十分整備されている
活用に支障はない
改善が必要
十分活用されている 良く活用されている あまり活用されていない
　 十分活用されている
良く活用
されている
あまり活用
されていない 合計
十分整備されている 1校 9校 1校 11校
活用に支障はない 7校 87校 10校 104校
改善が必要 0校 29校 12校 41校
合計 8校 125校 23校 156校
図３　学校図書館の活用状況・施設設備の状況
表２　学級数
11学級以下 52校
12学級以上 103校
無回答 2校
学級数平均 15学級
中央値 14学級
表３　教職員数
10人以下 13校
11人～15人 30校
16人～20人 19校
21人～25人 27校
26人～30人 24校
31人～35人 11校
36人～40人 14校
41人～45人 3校
46人～50人 3校
無回答 13校
合計 157校
教職員数平均 23人
中央値 22人
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る「学校図書館図書費の予算化及び子どもの読書活動
の推進に関するアンケート」では、対象地域について
前頁下段に示した結果が公表されている15）。
　2001年に制定された子どもの読書活動の推進に関
する法律、2002年の子どもの読書活動の推進に関す
る基本的な計画を受け、愛知県では2004年に「愛知
県子ども読書活動推進計画」を策定した。各市で発表
された子ども読書活動推進計画には、学校図書館の活
用に関する事業が計画されており、これらの行政文書
から分かる各市の学校図書館政策概要は次の通りであ
る16）17）。
　名古屋市：2007年度に策定された「第１次名古屋
市子ども読書活動推進計画」では、親に読書の重要性
を理解してもらうことを主眼とし、2012年度からの
「第２次名古屋市子ども読書活動推進計画」では学校
図書館の整備・充実を主眼としている。中央図書館に
学校図書館連携窓口を設置し、学校図書館支援の強化
を図っている18）。
　豊田市：2013年度から開始される第２次豊田市教
育行政計画の中で、学校図書館司書の配置を教育環境
充実策の中に挙げている19）。2007年に策定された豊
田市子ども読書活動推進計画では、学校図書館資料の
充実、学校図書館支援センター（仮称）の設置、学校
司書の配置促進、図書館を活用した調べ学習の実施等
が挙げられている20）。
　豊橋市：2005年に「第１次豊橋市子ども読書活動
推進計画」（実施期間2005年から2010年）を、2011年
に「第２次豊橋市子ども読書活動推進計画」を策定し
た。愛知県内では最も早く計画を策定した市の一つで
ある。第２次計画の中では、調べ学習活動を支援する
ため、学校図書館の図書資料の整備・充実とネット
ワーク化の促進を重点施策としている21）。豊橋市では
2000年より全中学校（22校）への学校司書の配置を
行っており、愛知県内では先進的に学校図書館政策を
行っている地域である。
　日進市：子ども読書活動推進計画を策定する予定は
ないが、教育基本方針の中に学校図書館運営補助員等
教職員の配置や図書館による小・中学校図書館との連
携や支援についての事業が行われている22）。日進市で
は2002年から学校図書館運営補助員が配置されてい
る。
　長久手市：2010年より学校連携司書を学校に派遣
している。2013年４月に長久手市子ども読書活動推
進計画23）を策定。学校図書館の整備・充実、中央図書
館との連携・協力体制の強化・充実を掲げている。
2010年から学校連携司書を学校に派遣している。
　回答のあった学校の学級数と教職員数については、
表２、表３の通りであった。
4.2.2　学校図書館の活用状況、施設設備の状況
　学校図書館の活用状況と施設設備の状況について、
回答者の認識を３段階尺度で質問したところ、図３の
結果が得られた。
　施設設備は活用に支障なく、良く活用されていると
表４　学校図書館図書標準の達成
基準を満たす学校数 58校
基準以下の学校数 72校
不明 27校
合計 157校
表５　購入している雑誌・新聞のタイトル数
タイトル数 雑誌 新聞
なし 48校 52校
１誌/紙 20校 43校
２誌/紙 11校 9校
３誌/紙 8校 2校
４誌/紙 2校 0校
５誌/紙 4校 0校
10誌/紙 2校 0校
15誌/紙 2校 0校
不明 3校 0校
無回答 57校 51校
合計 157校 157校
表６　回答者
司書教諭 19校
司書教諭 ‒図書館主任 39校
司書教諭 ‒図書館主任 ‒図書館係教諭 3校
図書館主任 81校
図書館主任 ‒図書館係教諭 1校
図書館主任 ‒学校司書 1校
図書館係教諭 7校
学校司書 3校
教務主任 1校
無回答 2校
合計 157校
表７　司書教諭免許の有無
はい 103校
いいえ 49校
今後取得予定 4校
無回答 1校
合計 157校
表８　受講科目数（司書教諭免許所持者のみ）
１科目 1校
２科目 2校
３科目 2校
４科目 1校
５科目 13校
６科目 0校
７科目以上 5校
不明 5校
無回答 74校
合計 103校
表９　司書教諭講習受講時期（司書教諭免許所持者のみ）
高等教育機関在学中 34校
就業後 64校
無回答 5校
合計 103校
表10　担当年数
１年 38校
２年 52校
３年 25校
４年 13校
５年 12校
６年 8校
７年 3校
９年 1校
15年 1校
無回答 4校
合計 157校
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回答した学校が87校ある一方、良く活用されている
が、施設設備には改善が必要であるとの回答が29校
あった。
　学校図書館の資料の所蔵状況についての質問のう
ち、学校図書館の蔵書数について回答してもらい文部
科学省による学校図書館図書標準を達成しているかど
うかで集計したのが表４、購入している雑誌・新聞の
タイトル数について単純集計したのが表５である。
4.2.3　担当教職員
　学校図書館担当者に回答を依頼したが、回答者の属
性について、身分、司書教諭免許の有無、司書教諭免
許取得者は受講した司書教諭科目の数と受講時期、学
校図書館業務担当年数について質問した（表６～表
10）。
4.2.4　学校図書館運営
　学校教育における学校図書館の重要性についての質
問、学校図書館がより活用されるためにはどのような
要因が重要だと思うかについての質問に対する回答結
果は表11の通りである。
　学校教育における学校図書館の重要性について「あ
まり重要ではない」との回答はなく、「とても重要で
ある」と回答した学校が87校（55.4％）、「重要」と回
答した学校が60校（38.2％）であった（図４）。
　学校図書館を活用していくための契機としてアから
表11　学校教育における学校図書館
の重要性　　　　　　
１．とても重要である 87校
２．重要 60校
３．やや重要 7校
４．あまり重要ではない 0校
無回答 3校
合計 157校 0
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41
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28
29
48
36
64
32
57
57
61
39
10
40
109
69
59
55
9
1
6
6
9
9
8
5
4
6
ア．研究指定校の指定
イ．学校図書館法の改正
ウ．学習指導要領の改訂
エ．教科用図書の改訂
オ．学校図書館の改築・改装
カ．学校図書館への予算措置
キ．校長や教員の認識の変更
とても重要 重要 やや重要 あまり重要ではない 無回答
（校）
図４　学校図書館活用の契機
7 
13 
14 
46 
75 
98 
110 
137 
その他
校種間連携による取り組み
家庭における読書活動への支援等
目標とする読書量の設定
ブックトーク
必読書コーナー等設置
一斉読書
図書の読み聞かせ
（校）
図５　学校図書館で行っている活動
9 
4 
8 
10 
43 
85 
105 
108 
その他
電子メディアの使い方
新聞・雑誌の使い方
レポートのまとめ方
参考図書の使い方
図書館の役割
図書・資料の探し方
読書指導
（校）
図６　行っている利用指導の内容
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キまで７つの要因を想定し、４件法で回答してもらっ
た。予算措置や改築・改装といった物理的な条件が
「とても重要」、「重要」であると回答される割合が高
かった。国による施策としての教科用図書の改訂、学
習指導要領の改訂、学校図書館法の改正については
「やや重要」、「あまり重要ではない」との回答割合が
多く、研究指定校に指定されることによる活用の契機
については69.4％の学校が「あまり重要ではない」と
回答した。
4.2.5　学校図書館の利用
　現在、行われている学校図書の利用について、学校
図書館としての活動内容、利用指導の内容、教科教育
での利用、学級活動での利用という側面から質問し、
下記図５から図11の結果を得た。
4.2.6　協働・支援関係
　本調査では、学校図書館活動にかかわるコミュニ
ティとして、校長、教頭、教諭、栄養教諭、養護教
諭、事務職員、学校司書、他の小学校、中学校、高等
学校、大学、保護者、図書委員/児童、地域住民、ボ
ランティア、公共図書館、市町村教育委員会、都道府
県教育委員会、書店、学校図書館支援センターを想定
した。これらの諸個人、グループに対し、学校図書館
担当者を中心としてどのくらい支援を行っているの
か、どのくらい支援を受けているのかを矢印で示し、
8 
42 
62 
80 
142 
情報機器の利用
話すこと・聞くこと
書くこと
伝統的な言語文化と
国語の特質に関する事項
読むこと
（校）
図７　国語科：観点別の活用
55 
95 
103 
索引を利用した検索の指導
本の題名や種類に注目した指導
必要な本や資料を選択できるよう指導
（校）
図８　国語科：指導内容別の活用
132 
7 
10 
8
1．活用されている
2．活用されていない
3．今後活用する予定
無回答
（校）
図９　社会科での活用
15 
87 
44 
13 
1．担任の先生と司書教諭/学校司書と
の協働授業の時間が設けられている
2．担任の先生による学校図書館の授業
時間が設けられている
3．学校図書館の利用に充てる授業時
間は設けられていない
4．その他
（校）
図10　総合学習での活用
84 
19 
108 
130 
36 
6 
4 
2 
2 
1．図書館利用教育
2．情報活用能力育成
3．調べ物学習
4．読書
5．ブックトーク
6．アニマシオン
7．ブッククラブ
8．ディベート
9．その他
（校）
図11　学級活動での活用
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図12　支援の輪（調査票記載例）
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1.00 
2.00 
3.00 
4.00 
5.00 
校長
教頭
教諭
栄養教諭
養護教諭
事務職員
学校司書
他の小学校
中学校
高等学校
大学保護者
児童/図書委員
地域住民
ボランティア
公共図書館
市町村教育委員会
都道府県教育委員会
書店
学校図書館支援センター
その他
図13　学校図書館から周りへの支援の強さ（n＝133）
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5.00 
校長
教頭
教諭
栄養教諭
養護教諭
事務職員
学校司書
他の小学校
中学校
高等学校
大学保護者
児童/図書委員
地域住民
ボランティア
公共図書館
市町村教育委員会
都道府県教育委員会
書店
学校図書館支援センター
その他
図14　周りから学校図書館への支援の強さ（n＝133）
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支援の強さを長さで表すよう、図に丸をつけてもらっ
た（図12）。
　中心から丸の位置までの距離を５段階に区分し、集
計した平均値が図13と図14である。ただし、白紙回
答は集計に加えなかった。
５．結果の考察
　ここでは、調査結果を、活動理論の６要素に分類し
て考察する24）。
⑴　主体
　行為主体を指し、たとえば学校、学校図書館、司書
教諭、学校図書館担当職員などがこれに該当する。
　本調査では、学校図書館業務担当者に回答をお願い
した。回答者の身分に関する質問では、司書教諭ある
いは図書館係といった回答を想定していたが、学校規
模に関係なく最も多かった回答は「図書館主任」（125
校）であった。また、司書教諭免許を取得していて
も、受講科目については無回答（128件）の割合が高
かった。司書教諭であるかどうかということや、司書
教諭講習により養成される専門性といったことより
も、校務分掌としての図書館主任として担当している
場合が多いということが示唆された。
⑵　対象
　活動の「対象」（Object）とは、活動する主体を突
き動かす「動機（motive）」であり「目的（purpose）」
である。たとえば、読書活動の充実、図書館の整備、
教科教育での利用などがこれにあたる。
　本調査では、学校図書館を活用する明確な目的や児
童への動機づけについての質問ではなく、学校図書館
担当者の学校図書館整備方針について４件法で質問を
行った。図15がその結果である。
　ここでは児童の学習活動に役立つ学校図書館として
蔵書の充実を「とても重要である」とする学校が118
校（75.2％）あり、次いで児童の憩いの場としての学
26
27
40
43
63
56
73
118
43
70
90
84
55
79
65
35
76
50
21
26
33
19
16
1
10
8
3
1
3
1
1
0
2
2
3
3
3
2
2
3
児童の学習成果を展示する場を充実させたい
メディアセンターとしての機能を充実させたい
公共図書館との連携を図りたい
積極的に情報発信を行い、
活用される学校図書館を目指したい
必読図書を定め、
児童生徒の読書活動を充実させたい
学習の場としてのスペースを確保したい
児童の憩いの場として学校図書館を充実させたい
児童の学習活動に役立つ蔵書を充実させたい
とても重要 重要 やや重要 あまり重要ではない 無回答
図15　学校図書館整備方針
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校図書館の充実を「とても重要である」とする学校が
73校（46.5％）であることがわかった。今後、読書活
動のためだけではなく、学習活動の場として学校図書
館が利用されるよう、条件整備が必要となるであろ
う。
⑶　ツール
　活動を助け、媒介の働きをする道具や記号を指し、
資料、データベース、検索ツール、電子書籍、学校図
書館、学級文庫などが該当する。
　本調査で行った資料に関する質問からは、文部科学
省が1993年に定めた学校図書館図書基準25）に達しな
い学校が72校（45.8％）あることが分かった。また、
新聞や雑誌の所蔵についても、約35％の学校が無回
答、約30％の学校が所蔵なし、１タイトルのみ所蔵
しているのは雑誌12.7％、新聞27.3％の学校のみであ
り、複数タイトルの雑誌、新聞を所蔵している学校図
書館は少数（雑誌18.5％、新聞5.7％）であった。
　一方で、活用に支障はなく学校図書館はよく活用さ
れていると回答した学校が87校と半数以上に上った。
これは、新聞や雑誌といったメディアを活用した授業
展開が行われていないためではないかと推測される。
⑷　ルール
　明示的または暗黙的な統御、規範、習慣を指し、た
とえば面積（座席数）、蔵書冊数、年間予算、担当者
人数、学級数、研究助成などが該当する。
　本調査では、開館時間、面積、蔵書冊数、年間予
算、担当者人数、学級数、１クラス当たり児童数、図
書館経費、図書選定の方法、司書教諭の活動時間確保
の有無、研修機会の利用、学校司書の配置、パソコン
の導入について質問した。学校ごとに状況はさまざま
であり、全体の傾向として分析することが難しいた
め、本稿では触れない。
　学校図書館を規定するルールとしてより大きな問題
としては、教育基本法をはじめとした学校図書館に関
連する法律、学習指導要領についても考察する必要が
あり、課題として残されている。
⑸　コミュニティ
　同じ対象を分かち合う多様な諸個人、グループを指
し、たとえば公立図書館、教員、学校図書館支援セン
ター、PTAなどが該当する。
　本調査では、想定した20の個人、グループ以外に
コミュニティメンバーとしての記載はなかった。支援
の強さが示されていない割合が高かったのは、支援を
行っている相手方、支援を受けている相手方の双方
で、「栄養教諭」、「高等学校」、「大学」であるが、そ
れぞれ50％程度の割合であり、半数の学校ではこれ
らのコミュニティメンバーとの間にも何らかの支援関
係があることがわかった。
⑹　協働
　コミュニティ内で課題を水平に分かつことと、権力
や地位を水平的に分かつことの両方を指し、たとえば
教科との連携、ボランティアによる読み聞かせ、視聴
覚教育での利用、学校司書との業務分担、図書委員活
動などが該当する。
　本調査では、次の記述が見られた。
59
学校図書館の活性化に関する考察
⑴　行っている支援
校長：全般的要望。子ども読書の日、読み聞かせお願
い。
教頭：整備依頼。図書館利用、本の紹介、読み聞か
せ。
教諭：読書指導。図書館司書の方の授業を全クラスが
受けられるよう調整する。感想文コンクールな
ど・本の購入について・クラスの読書指導につい
て。
事務職員：購入発注。本の購入について発注依頼。
学校司書：おすすめの本の選定。探している本を中央
図書館から借りて来てくれる。
他の小学校、中学校：情報交換依頼。学校間での図書
の貸出。
保護者：家庭での読書指導。
図書委員/児童：図書館運営補助の依頼。委員会活動
（本の紹介、貸し出し手続き）。図書の貸し借り。
当番活動を見守る。当番活動についての指導。
ボランティア：読み聞かせ。
公共図書館：図書情報提供依頼。
市町村教育委員会：予算要求。
書店：納品指示。ブックアドバイザーとして、校内読
書週間に読み聞かせに来てくれている。購入する
時の参考に。
⑵　受けている支援
校長：子ども読書の日よみきかせ。図書館利用指導。
多読書の表彰。管理職の先生には司書教諭のあき
時間を補助員の勤務時間に合わせるなど配慮して
もらった（軽減はなし）。
教頭：図書ボラさんとのやりとり。図書館運営。ボラ
ンティアの窓口。
教諭：図書の係・クラスの読書指導。本選び。毎年夏
休みに全職員で蔵書点検をしたりと協力的です。
行事や図書委員の指導には担任の先生に協力して
もらっている。
教諭、養護教諭：読書指導。
事務職員：購入計画補助。図書の購入。本の購入。本
の購入についての事務。
学校司書：廃棄等。
他の小学校、中学校、公共図書館：情報提供。必要に
応じて貸し出し。図書活動の紹介。
大学：豊田高専（短大と同じ年齢）の学生、卒論のた
め（建築関係）図書館の改造を提案中。
図書委員/児童：貸し出し手続き。当番活動（貸し出
し・返却、本の整理、図書室整備など）。当番活
動。当番活動。ボランティア：図書ボラとして保
護者が修理・読み聞かせ。
地域住民：本を購入して学校にくださる方がみえる。
ボランティア（保護者）：読み聞かせ、図書整備。
ボランティア：よみきかせ、年１回図書室そうじ。図
書館の整備。読み書かせ。
（運営サポーター）：ボランティアの方に、原簿の書き
方から選定などまで、図書運営のことは全て教え
ていただきながら行っています。
　　豊橋市では有償ボランティアとして学校図書館司
書（司書資格あり）を各校週約６時間配置してい
ます。司書教諭、図書館主任は他の仕事と兼ねて
いて図書館にかかわる仕事があまりできません。
公共図書館：ブックトーク。公共図書館：選書や運営
について助言。児童にブックトークや読み聞か
せ。本の貸し出し。公共図書館から団体貸出を受
けている。
市町村教育委員会：コンピュータのヘルプデスク。予
算配分、読書活動推進計画の策定。
都道府県教育委員会：読書感想文コンクール主催。
書店：受注受入。相談（本選び、コンピュータ処理）。
納入、ラベル作成。納品。
学校図書館支援センター：本の貸し出し。
　学校図書館運営上の支援関係について、コミュニ
ティメンバーとさまざまな場面で協働しているという
ことが分かった。ただし、自由回答記述であったた
め、行っている支援については15校、受けている支
援については18校のみの回答であった。また、行っ
ている支援に関する質問紙には、「支援を受けるばか
りである」との記載も見られ、協働的な支援関係の構
築については今後の課題として残されているといえ
る。 
６．学校図書館活動問題解決に向けての課題
6.1　グローバルな視点から学校図書館を見る
　生涯学習社会の到来は、学校教育だけで教育が完結
するのではなく、その後も学び続けることが重要であ
ることを示唆しており、学習に対する個人の考え方の
転換を迫っている。それは、2005年の中央教育審議
会答申で言及された通り、21世紀が知識基盤社会の
時代、すなわち「新しい知識・情報・技術が政治・経
済・文化をはじめあらゆる領域での活動の基盤として
飛躍的に重要性を増す社会」であることとも関連す
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る。
　グローバル化する社会の中で、学校図書館がどのよ
うにとらえられているのか、海外の学校図書館政策は
どのように進められているのかを見据えながら研究を
行っていく必要がある。IFLA出版物として2011年に
発行された Global Perspectives on School Libraries: 
Projects and Practices 26）でMarquardtは、商品や労働力
のグローバル化と教育における地方分権化の進行とい
う相反する状況において、各個人が生きる力や情報リ
テラシーの獲得を通して市民となるためには効果的な
教育が必要であり、この役目を学校図書館が担うこと
ができるという。本書では、学校図書館教育と実践モ
デル、学校図書館でのリテラシー促進、すべての人に
学校図書館を、技術を通じた学校図書館活動の拡張、
学校図書館発展に向けた政府の取り組み、学校図書館
支援団体についての章からなり、ポルトガル、タンザ
ニア、クロアチア、フィンランド等様々な国を取り上
げて紹介しており、世界的な視座から学校図書館をと
らえる必要性を示唆している。
　2013年発行の School libraries matter: Vies from the 
research. Libraries unlimited 27）は、2006年から2011年の
間にアメリカで行われた学校図書館調査を10編集め、
インストラクショナル・パートナー、インフォメー
ション・スペシャリスト、教師、プログラム運営者に
提供するものである。全体として、これらの調査は
21世紀の学習者にとって州により認められたスクー
ル・ライブラリアンが必要であるということを強調す
る。本書では、学校図書館での情報探索行動とそれを
支援する最近接発達領域について、高校生の日常的な
生活情報探索習慣について、学力と学校図書館との関
係、学校改善の手助けとなる協働を構築する学校図書
館の役割について等、実証的な研究から学校図書館の
重要性について提言を行っている。
6.2　ノットワーキングの可能性
　活動理論を応用するという側面からは、活動理論の
第三世代と言われる Engestomにより提唱された新た
な協働活動形態である「ノットワーキング」が、学校
図書館活動において展開可能なのかということを検討
しなければならない。「ノットワーキング」とは、必
要な場面で結び目を作り必要がなくなれば結び目をほ
どいていくというゆるやかな協働の在り方であり、
「流動的で分散した協働組織のパターン」のことであ
る9）。
　学校図書館は、長く「人」の配置に悩まされてき
た。1953年の学校図書館法制定に際しては、付則２
項において司書教諭を当分の間置かないことができる
との猶予規定が設けられた。1997年の法改正で猶予
規定が撤廃されたことで12学級以上の学校図書館に
は司書教諭が配置されることになったが、専任ではな
く資格を持った係教諭という程度にすぎなかった。ま
た司書教諭の養成制度についても専門家として不十分
なまま残されている。一方で制度として法定されてい
ないが、これまで実質的に学校図書館活動を支えてき
た学校司書について、司書教諭の配置と引き換えに雇
用が制限されていく事例も見られ、学校図書館法改正
が必ずしも学校図書館活動活性化につながらなかった
といえる。
　学校図書館が単独でできる活動には限りがあるとい
う状況から、これまで、公共図書館との連携など、
ネットワークを活用した在り方が模索されてきた。し
かし、日本の学習活動における図書館の活用が読書教
育といった限定的な利用でしかなかった時代とは異な
り、より活発にすべての学習活動で活用されていくこ
とを考えた場合、ノットワーキングという考え方を取
り入れ、誰もが必要に応じて手を結びながら学校図書
館活動に関わり、持続的な活動を維持していくことが
必要になってくるのではないだろうか。
７．おわりに
　図書館は民主主義を担保し、主権者たる国民が社会
参加する上で必要となる情報リテラシーを身につけ、
情報にアクセスし、利用することにより生涯にわたる
学習を可能にする機関である。学校教育における学校
図書館にはさらに学習方法の習得、さまざまなメディ
アへのアクセスが期待されている。21世紀を生き抜
くための力を身につけるためには多様な資料を批判的
に読み、活用していく力が必要とされ、学校教育にお
ける学校図書館の重要性が国の政策を通じて少しずつ
学校現場にも浸透してきている。学校図書館はどうあ
るべきかという、あるべき学校図書館像については、
現在、学校図書館関係者の枠を超え、共有される下地
ができつつあるところである。
　教育課程の展開に寄与する学校図書館は「学習・情
報センター」の文脈で、読書教育に資する学校図書館
は「読書センター」の文脈で学校図書館の機能として
語られてきた。しかし、図書館利用スキルに留まらな
い図書館利用教育の必要性と、多様なメディアを活用
した学習の必要性から、学校図書館が情報リテラシー
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教育の場としての機能を担うことが期待されている。
また、従来の最初から最後まで通読し、感想文指導に
重点が置かれてきた読書教育は、「読み」のとらえ直
しにより文字情報以外の情報を含んだ読解と活用にま
で広げられ、読書教育のアプローチからも、情報リテ
ラシー教育の場としての機能が学校図書館に求められ
る。
　自ら「問い」をたて、探究していくことにより可能
となる情報リテラシー教育は、従来の教科書と指導書
による教授・学習方法になじまないため、各学校裁量
に任せられている教育課程の編成においてすぐに取り
入れられるものではないだろう。一般に教育による効
果はテストで測られる即時的なものだけではないた
め、探求型学習による成果が、児童生徒の満足度とい
う以外に目に見えにくいという側面もあり、探究的な
学習を学校図書館で取り入れることに関しは、一般化
されている状況ではない。
　活動理論は、活動の対立点を明確にし、活動を発展
的に解消する改革の手法として有用であるが、活動理
論を活用するためには、改革の契機として関係者が
「危機感」を抱いているということが前提である。そ
ういった意味では、学校現場で学校図書館を活用する
ことに対する「危機感」が醸成されてこそ、活動理論
を応用した学校文化の変革を伴う学校図書館活動の改
善が行われるであろう。
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